
定期総会の終了をうけ、拡充された助成制度の受付が始まりました。

拡充された助成制度は２つで、一つめの土壌診断助成は、園芸品目に限定していたものから普通

作(米・麦・大豆)にも助成されることとなり、要件が拡大されました。また、半額助成から全額助成(上

限3,000円)に変更され、件数の少ない法人は負担がなくなります。2つ目は経営・栽培管理システム

導入にともなう助成制度(スマート農業助成)のスタートです。この制度は、筆数の多い圃場をシステム

で管理(作付け品目・作業状況など)することにより効率的な作業につなげることを目指し、様々な業者

が販売しているシステム導入費用の一部を助成するものです。本助成は１法人１回限りの申請となっ

ており、本年度は、7法人分の予算が計上されています。先着順となっていますので、予算がなくなり次

新型コロナウイルス蔓延防止のために延期されていた令和元年度大分県集落営農法人会定期総会は、5月28日(木)に開催し

役員選任(会長・副会長・会計)を除いたすべての議案が承認されました。

これにより、今年度から拡充する助成制度の受付・申し込みも行われることとなりました。また、第３号議案の中の「役員選任」につい

ては、『続会』とされ後日委員による互選で決定することとされました。

１．定期総会の終了 新委員の紹介

２．拡充された助成制度の受付開始 ～土壌診断、スマート農業助成～

３．労働力支援(オペレーター)要望調査結果について

４. 大型特殊免許(農耕限定)取得に向けた講習会の枠拡大へ

５. 農業従事者を探している法人へ 無料職業相談所へ登録をしてみませんか

６. 『安全対策これだけは』より一部抜粋 法人内での安全講習会を！

特 ダ ネ

＜(農)新庄農地利用組合＞

地区名 法人名称 氏 名

１ 別杵・速見地区 (農)新庄農地利用組合 副組合長理事 瀧口 眞作

２ 国東地区 (農)竹田津干拓 代 表 唯有 幸明

３ 大分地区 (農)丹川 代 表 理 事 工藤 廣行

４ 佐伯地区 (農)きらり 組 合 長 染矢 宣幸

５ 竹田地区 (農)トキの夢営農組合 組 合 長 原田 実

６ 豊後大野地区 (農)みやお 会 長 佐藤 勇夫

７ 日田地区 (農)大肥郷ふるさと農業振興会 代 表 理 事 原田 文利

８ 玖珠地区 (農)きりかぶ 組 合 長 大野 元秀

９ 中津地区 (農)南高瀬営農組合 代 表 理 事 坪根 弘宜

10 豊後高田地区 (農)美和の郷 事 務 局 末宗 政信

11 宇佐地区 (農)木部営農 代 表 理 事 熊瀬 紀彦

地区名 法人名称 氏 名

1 豊後大野地区 (農)みしま 会 長 廣瀬 成芳

2 宇佐地区 (農)吉松営農組合よしまつの里 代 表 理 事 近藤 健

加工グループ「麦の穂」 カフェでの地元バンド活動

拡充された助成制度の受付開始 ～土壌診断、スマート農業助成～
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調査期間  令和２年３月１２日～３月３１日

回  収 率 70.64%

法人会では「経営体に必要な『多様な人材の確保・育成のための連携強化』」をここ数年の活動テーマに掲げ取り組んでいるところ

ですが、複数の法人から「オペレーターの確保自体が厳しくなった」との声がきかれたことから、昨年末、農業用機械を使用する耕耘作

業や田植え作業などの水田農業への労働力支援需要調査を行いました。その結果がまとまりましたので報告します。

なお、オペレーターが「不足」しており農作業委託を「是非利用したい」「条件によっては利用したい」と回答し、さらに農業機械の貸し

出しができると回答した会員に対して、今後、全農おおいたより詳細な打ち合わせのための訪問をしていくこととしていますのでご承知お

きください。

第本年度の受付は終了となります。

なお、元年度に支払った労災保険料に対する助成(労災保険助成)については、申請された法人に６月末頃指定の口座に振り

込むこととしています。なお、まだ労災保険に加入していない法人については、農業機械の大型化や高齢化などで農作業事故が多く

なっていますので、加入をお勧めします(来年度の助成対象となります)。

労働力支援(オペレーター)要望調査結果について

経営概況

主食用 飼料用 wcs (a) 品目

(平均面積) 8.9 3.3 5.3 13.2 10.4 66.0

ねぎ、ナバナ、グラジオラス、ブロッ

コリー、玉ねぎ、スナップエンドウ、

甘ネギ、南瓜、ハトムギ、甘藷、里

芋、キャベツ、じゃがいも、人参、高

菜、 小松菜、

オペレーター数
(平均) 3.36

園芸品目

大型特殊免許取得者数
(平均)

作付面積

4.88

米　(ha) 麦類
(ha)

豆類
(ha)

不足している, 14%

足りている, 44%

数年後は不足する予測, 
42%

Q1  オペレーターは足りていますか

不足している 足りている 数年後は不足する予測

是非利用したい, 4%

条件によっては利用したい, 
32%

利用するつもりはない, 64%

Q2 オペレーターによる農作業委託を希望しますか

是非利用したい 条件によっては利用したい 利用するつもりはない

オペレーターか「不足」しており、「是

非利用したい」「条件によっては利用

したい」、更に「機械を貸してもよい」

と答えていただいた１１法人に対して、

今後、全農おおいたが打ち合わせの

ために訪問することとしています。



農業従事の人材をお探しの法人へ

大型特殊免許(農耕限定)取得に向けた講習会の枠拡大へ

令和2年１月から農耕トラクタが反射板を張りつけるなど一定の条件を満たせば、

ロータリー等を装着したまま公道を走行できるようになりましたが、、作業機を装着した

状態(ロータリの全幅が170㎝を超える場合には)では大型特殊免許（農耕用限定

可）が必要となっています。しかし、その免許取得のための講習会への参加枠が少なく、

免許取得が困難な状況です。現在、大分県とJAグループ大分等で講習会の枠拡大

に向け検討を重ねています。

詳細が決まりましたらJA広報誌などを通じて案内されると思います。

法人会のホームページにも掲載します。

農業従事者を探している法人へ 無料職業相談所へ登録をしてみませんか

(公社)大分県農業農村振興公社は、今年度の就農相談会に向けて登録法人を

募集しています。これは、ハローワークの農業版で、就農希望者に対して求人募集の

法人を無料で紹介する制度です。

昨年度は、大分県との共催で、東京・大阪・福岡・大分で就農相談会等を１３回

開催して就農募集をしています。今年度は、６月下旬に最初の就農相談会を実施

するとのことなので、年間雇用を希望する法人は同公社に相談してみてはいかがでしょ

うか。

当面、下記のフロー図のとおり登録のための「事業所登録シート」と「求人申込書」の

提出が必要となります。(登録は、年間を通じていつでも可能です。)

早く馴染めるよう、技術指導など援助をお
願いします。

事業所の
登録

求人申込
書の提出

紹介 採用

「事業所登録シート」に必要事項を記入します。

「求人申込書」に仕事内容や雇用に関する事などを記入します。

閲覧した求職者から希望を受けた場合紹介します。

双方が理解をするための面接を行います。

面接

問い合わせ先; (公社)大分県農業農村振興公社

☎ ０９７－５３５－０４００ 担当/高山、松木

大分県集落営農法人会



「機械作業に潜む危険」動画アドレス

http://www.naro.affrc.go.jp/org/brain/anzenweb/kiken/kiken.htm#kikenwork

★農作業事故が多発しています。農繁期に入り、農業機械の使用が多くなっている時期ですが、十分すぎるほど安

全確認をして作業を行ってください。「ほんの少しだから。」「いままでは大丈夫だったから。」という慢心が一番危険です！！

本来であれば、今月の下旬に安全講習会を開催する予定でしたが、現状の中延期とさせていただいています。農研機構のホーム

ページに「機械作業に潜む危険」の動画があります。法人内での安全講習会用として活用ください。☎097-574-8971担当/松田

★「持続化給付金」申請の支援をJAグループ大分として対応していきます。

新型コロナウイルスの影響を受けた農家等の事業継承を支えるための「持続化給付金」については、申請をWEBで行う必要

がありますが、その申請手続きの支援をJAグループが行うこととしました。現在、その担当部署などの体制を整えている最中です。

７月以降に申請支援できる準備が整いますので、もうしばらくお待ちください。

◎申請要件 ①本年度において事業収入が前年同月比で50％以上減少した月があること

(法人向け計算式) 収入減少した任意に指定した月の事業収入

元年度の確定申告した事業収入(任意に指定した月の事業収入)

②新型コロナウイルスの影響によって収入が減少したことが確認できること

◎１回に限り申請が可能(申請後に市場価格がさらに下落して収入が減少しても再度の申請は不可)

◎申請の締め切り 令和３年１月15日

※従って、あわてて申請する必要がありませんので、上記計算式で試算をしてみてください。

元年度の「月の事業収入金額」は、申告書添付書類『法人事業概況説明書』の裏面参照。

問い合わせ先;

JA大分中央会 県域担い手サポートセンター ☎０９７－５７４－８９７１

事務局からのお知らせ

『安全対策これだけは』 より一部抜粋 (一社)日本農村医学会制作・JA共済連が冊子化

「知っている」ではだめです。具体的に「おこなう」事が、事故防止の秘訣です。

おこってからでは間に合いません！

= ５０％以下










